
 

習志野市谷津バラ園等の管理に関する基本協定書（案） 

 

習志野市（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）とは、習志野市公の

施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（以下「手続条例」という。）第７条

に基づき、次のとおり、谷津バラ園及び谷津公園駐車場（以下「本施設」という。）の

管理に係る基本協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲と乙が相互に協力し、習志野市都市公園設置及び管理に関する条

例（昭和３７年条例第７号。以下「設置管理条例」という。）第７条の５第１項の規定

により、指定管理者に指定された乙が行う本施設の管理業務が適正かつ円滑に実施さ

れるために、必要な基本事項を定めることを目的とする。 

 

（意義） 

第２条 甲は、本施設の管理業務（以下「本業務」という。）が民間事業者等によって

実施されることを十分に理解し、その趣旨を尊重するものとする。 

２ 乙は、本業務を効率的に行うと同時に住民サービスを向上させることはもとより、

本施設が良好な都市イメージを発信する公共施設であることを十分に理解し、本業務

の実施に当たるものとする。 

 

（信義誠実の原則） 

第３条 甲及び乙は、互いに協力し信義を重んじ、本協定を誠実に履行しなければなら

ない。 

 

（権利・義務の譲渡の禁止） 

第４条 乙は、本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させ、

又は担保に供してはならない。 

 

（指定期間） 

第５条 甲が乙を指定管理者として指定する期間は、令和５年４月１日から令和８年３月３

１日までとする。 

 

（業務の範囲） 

第６条 乙が行う設置管理条例第７条の５第２項に掲げた業務の細目は、別記１「習志野

市谷津バラ園等業務仕様書」のとおりとする。 

２ 本協定のほか、年度毎に業務内容の変更が生じる場合には、別途「習志野市谷津バ

ラ園等の管理に関する年度協定書」に定めるものとする。 

 

 



 

 

（法令の遵守） 

第７条 乙は、本業務の実施に当たっては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）その他

の指定管理者に関係する法令、設置管理条例その他の条例及び規則を遵守しなければ

ならない。 

 

（開業準備） 

第８条 乙は、指定開始日に先立ち、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、

必要な研修等を行わなければならない。 

２ 乙は、必要と認める場合には、指定開始日に先立ち、甲に対して本施設の視察を申

し出ることができるものとする。 

３ 甲は、乙から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申

出に応じなければならない。 

 

（第三者による実施） 

第９条 乙は、本業務の全部又は大部分を一括して第三者に請け負わせ、又は委任して

はならない。 

２ 乙は、本業務の一部を第三者に実施させることができるものとする。この場合にお

いて、第三者の使用はすべて乙の責任及び費用において行うものとし、本業務に関し

て乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用につい

ては、すべて乙の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみなして、乙

が負担するものとする。 

３ 乙は、前項により本業務の一部を第三者に実施させようとする場合、その内容を甲

と協議するものとする。 

 

（文書等の管理及び公開等） 

第１０条 乙が本業務を実施するために作成し、又は、取得した文書等は、習志野市情報

公開条例（平成９年条例第１７号。以下「情報公開条例」という。）に規定する公文書

に準ずるものとして、適正に管理しなければならない。 

２ 乙は、甲から情報公開条例に基づく公文書の公開の請求、又は、習志野市個人情報

保護条例（平成１０年条例第２２号。以下「個人情報保護条例」という。）に基づく個

人情報の開示の請求等により、管理する文書等の提出を求められたときは、その求め

に応じるものとする。 

 

（個人情報の保護等） 

第１１条 乙は、個人情報保護条例第１１条第２項及び第３項に規定する個人情報の保護の

ために必要な安全確保の措置を講じることのほか、別記２「個人情報取扱特記事項」

を遵守しなければならない。 

２ 前項の個人情報の保護については、指定期間終了後も遵守しなければならない。 

 

 



 

 

（会計区分） 

第１２条 本業務に係る会計区分は、毎年４月１日より翌年３月３１日までとし、乙は独立

した区分経理を行わなければならない。 

 

（管理物件） 

第１３条 本協定の定めるところに従って乙が管理を行う施設及び備品は、別に甲が提示

する施設台帳及び備品台帳によるものとする。 

２ 前項の施設には、施設に付帯する設備の一切が含まれるものとする。 

 

（管理施設の改修等） 

第１４条 管理施設の大規模な改造、増築、改修については、甲が自己の費用と責任にお

いて実施するものとする。ただし、乙が甲の承諾を得た場合は、乙の費用と責任で実

施することができる。 

２ 管理施設の小破修繕については、各年度３０万円（消費税及び地方消費税を含む。）

の範囲内において、乙が自己の費用と責任において実施するものとし、これを超える

場合は甲が自己の費用と責任において実施するものとする。ただし、各年度３０万円

を超える場合であっても、乙が甲の承諾を得た場合は、乙の負担で実施することがで

きる。 

 

（備品の管理） 

第１５条 乙は、本業務を遂行するため、第１３条第１項に定める備品を無償で使用するこ

とができる。 

２ 乙は、指定期間中、前項の備品について、常に良好な状態に保つものとする。 

３ 第１項の備品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった

場合、甲は、甲の費用で当該備品を購入又は調達するものとする。ただし、あらかじ

め甲と乙が合意する場合には、乙が購入又は調達することができる。 

４ 乙が、本業務のために必要な備品を購入又は調達したときは、甲に報告し、また、

第１項の備品との違いを明らかにしておかなければならない。 

 

（自主事業） 

第１６条 乙は、本施設の設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げない範囲において、

自己の責任と費用により、自主事業を実施することができる。 

２ 乙は、自主事業を実施する場合には、甲に対して自主事業計画書を提出し、事前に

甲の承諾を受けなければならない。 

３ 甲と乙は、自主事業を実施するにあたって、別途自主事業の実施条件を定めること

ができる。 

 

（利用料金） 

第１７条 本施設の使用に係る料金（以下「利用料金」という。）については、乙の収入

としてこれを収受させる。 



 

 

２ 利用料金は、乙が、設置管理条例に規定する利用料金の範囲内において、甲の承認

を得て定めるものとする。 

３ 乙は、利用料金の額を定め、又は変更しようとするときは、本業務の実施に要する

経費の収支予算（決算）が明らかとなる文書を提出し、甲の承認を得るものとする。 

 

（利用料金の減免等） 

第１８条 乙が、利用料金の全部若しくは一部を免除し、又は既納の利用料金を返還する

ことができるのは、次に掲げる場合とする。 

 (１)団体（３０人以上の場合をいう。）で使用する場合は、当該利用料金の１００分の８

０に相当する額を徴収する。 

 (２)次に掲げる者の利用料金は全額免除とする。 

  ①身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号)の規定により交付された身体障害者

手帳(戦傷病者特別援護法(昭和３８年法律第１６８号)の規定により戦傷病者手帳

の交付を受けている者で身体障害者手帳の交付を受けていないものにあつては、

戦傷病者手帳とする。)、厚生労働大臣の定めるところにより交付された療育手

帳又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和２５年法律第１２３号)の規

定により交付された精神障害者保健福祉手帳を所有している者で市内に住所を

有するもの及び介護保険法(平成９年法律第１２３号)の規定による要介護認定又

は同法の規定による要支援認定を受けている被保険者で市内に住所を有するも

の並びにその介護者並びに身体障害者福祉法第５条に規定する市内の施設、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成１７年法律第１２

３号)第５条第７項又は第１２項から第１４項までの規定による障害福祉サービス

事業を行う市内の施設及び同法附則第５８条第２項の規定による障害者支援施設

とみなされる市内の施設に通所している者並びにその介護者。 

  ②習志野市ひとり親家庭等の医療費等の助成に関する条例(昭和６０年条例第１４号)

第３条に規定する助成対象者で市内に住所を有するもの。 

  ③難病の患者に対する医療等に関する法律(平成２６年法律第５０号)の規定により交

付された医療受給者証若しくは児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号)の規定によ

り交付された医療受給者証又は都道府県が発行する特定疾患に係る医療費助成

受給者証若しくは先天性血液凝固因子障害等に係る医療費助成受給者証を所有

している者で市内に住所を有するもの及びその介護者。 

  ④原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成６年法律第１１７号)の規定により

交付された被爆者健康手帳を所有している者で市内に住所を有するもの及びそ

の介護者。 

  ⑤生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)により保護を受けている者で市内に住所を

有するもの。 

  ⑥その他市長が必要があると認めた者。 

  ⑦災害その他特別の理由があると認められるとき。 

  ⑧納入者が国又は地方公共団体であって、当該施設の使用が公益上特に必要である

と認められるとき。 



 

 

  ⑨前各号に掲げるものの他、公益上その他の理由により利用料金を全額徴収するこ

とが不適当と認められるとき。 

 (３)次に掲げる場合、既納の利用料金を返還することができる。 

  ①利用者の責に帰することができない理由により入園が不能となったとき。 

  ②その他特別の事情があると認められるとき。 

 

（指定管理料） 

第１９条 甲は、本業務実施の対価として、乙に対して指定管理料を支払う。 

２ 甲が乙に対して支払う指定管理料の額については、○○○○○○円（消費税及び地

方消費税を除く。）とし、年度毎の指定管理料については別途「習志野市谷津バラ園

等の管理に関する年度協定書」に定めるものとする。 

３ 指定管理料の額は、変更しないものとする。ただし、経済情勢の激変その他予期す

ることのできない特別な事情により指定管理料が著しく不適当となったときは、甲及

び乙の協議により、当該年度の指定管理料の額を変更することができる。 

 

（事業計画） 

第２０条 乙は、毎年３月３１日までに（指定期間の最終年度を除く。）、当該年４月１日

から３月３１日までの事業計画を掲げた文書を、甲に提出し、甲の確認を得なければな

らない。 

２ 甲は、前項の文書が提出されたときは、内容を審査し、必要な指示をすることがで

きる。 

 

（報告） 

第２１条 乙は、毎月終了後１０日以内に次に掲げる事項を甲に報告するものとする。 

 (１)利用人数 

 (２)実施した事業の内容及び実績 

 (３)その他、管理の実態を把握するために必要なものとして甲が定める事項 

２ 乙は、毎年度終了後３０日以内に、次の各号に示す事項を記載した事業報告書を作成

し、甲に提出しなければならない。 

 (１)管理業務の実施状況 

 (２)利用の状況 

 (３)管理に係る経費の収支状況 

 (４)前３号に掲げるもののほか、管理の実態を把握するために必要なものとして市長

が定める事項 

３ 前２項にかかわらず、甲は乙に対して、本業務の実施状況や本業務に係る管理経費

等の収支状況等について、臨時に報告を求めることができる。 

４ 前３項に定めるもののほか、乙は別に定めるモニタリングの実施に必要な事項を甲

に報告するものとする。 

 

（調査） 



 

 

第２２条 甲は、乙による本業務実施状況を確認することを目的として、随時、本施設に

立ち入りの要求をすることができる。 

２ 乙は、甲から前項の要求を受けた場合は、その要求に応じなければならない。 

 

（改善指示） 

第２３条 甲は、第２１条による報告及び前条に基づく調査の結果、乙による本業務の実

施が仕様書等を満たしていない場合は、甲は乙に対して業務の改善を指示するものと

する。 

２ 乙は、前項に定める改善の指示を受けたときは、速やかにそれに応じなければなら

ない。 

 

（リスク分担） 

第２４条 本業務に関する甲乙間の責任の分担（以下「リスク分担」という。）は、別記

３「リスク分担表」に定めるとおりとする。 

２ 前項に定める事項に疑義がある場合又は前項に定める事項以外の不測の事態が生

じた場合は、甲乙協議の上、リスク分担を決定する。 

 

（損害賠償） 

第２５条 乙は、故意又は過失により管理物件を損傷し、又は滅失したときは、それによ

って生じた損害を甲に賠償しなければならない。ただし、甲が特別の事情があると認

めるときは、その全部又は一部を免除することができるものとする。 

 

（第三者への賠償） 

第２６条 乙は、本業務の履行に当たり、乙の責に帰すべき事由により第三者に損害を与

えた場合は、損害を賠償しなければならない。 

２ 甲が、損害を受けた第三者の求めに応じ損害を賠償したとき又は賠償しようとする

ときは、甲は乙に対して賠償金額及びその他の賠償に伴い発生した費用を求償できる

ものとする。 

 

（保険） 

第２７条 乙は、前２条の損害に係る負担に備えるために、施設（管理）賠償責任及び第

三者賠償責任に係る適正な保険に加入しなければならない。 

 

（不可抗力時の対応） 

第２８条 乙は、不可抗力により本協定の履行が不可能又は著しく困難となった場合、直

ちにその旨を甲に通知し、損害・損失及び増加費用を最小限にするよう努力しなけれ

ばならない。 

２ 乙は、不可抗力により本協定の履行が不可能又は著しく困難となった場合又は本施

設に重大な損害を生じた場合は、甲又は乙は、本協定の変更その他の必要な措置につ

いて速やかに協議を行うものとする。 



 

 

 

（業務の引継ぎ） 

第２９条 乙は、本協定の終了に際し、甲又は甲が指定するものに対して、遅滞なく本業

務の引継ぎを行うものとする。ただし、甲の承認を得たときはこの限りでない。 

 

（原状回復義務） 

第３０条 乙は、本協定が終了したとき、指定開始日を基準として、自己の責任及び費用

において遅滞なく本施設（第１３条第２項に定める設備を含む。）を原状に回復しなけ

ればならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲の承認を得たときには、乙は本施設の原状回復は行わ

ずに、別途甲が定める状態で甲に対して本施設を空け渡すことができるものとする。 

 

（甲による指定の取り消し等） 

第３１条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その指定を取り消

し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができるものと

する。 

 (１)乙が本業務の履行を放棄したとき。 

 (２)甲が相当な期間を定めて改善措置を指示したのにもかかわらず、当該期間を経過

してもなお、当該指示の原因事由の改善がなされないとき。 

 (３)乙の責めに帰すべき事由により、本協定上の乙の義務の履行が不能となったとき。 

 (４)前各号のほか、乙が指定管理者として本施設の管理を継続することが適当でない

と認められるとき。 

２ 甲が前項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは一

部の停止を命じた場合において、乙に損害が生じても、甲はその賠償の責を負わない。 

 

（違約金） 

第３２条 前条の定めるところに従って乙に対する指定管理者の指定が取り消された場

合、乙は甲に対し、当該指定取消日の属する年度に支払われるべき指定管理料総額の

１０％に相当する額を、違約金として、指定取消日から３０日以内に支払うものとする。

ただし、この違約金は別途実際に生じた損害の代償を妨げるものではない。 

 

（指定期間終了時の取扱い） 

第３３条 第２９条及び第３０条の規定は、第３１条の規定により本協定が終了した場合に、

これを準用する。ただし、甲乙が合意した場合はこの限りではない。 

 

 

（協定の変更） 

第３４条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容が変更したとき、又は特別な事情が生

じたときは、甲と乙の協議の上、本協定の規定を変更することができるものとする。 

 



 

 

（疑義等の決定） 

第３５条 本協定に定めのない事項及び本協定に関し疑義が生じたときは、甲と乙は誠意

をもって協議を行い、これを決定するものとする。 

 

 

 本協定を証するため、本書を２通作成し、甲、乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を

保有する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

          甲 

          所在地 習志野市鷺沼２丁目１番１号 

          名 称 習志野市 

          代表者 市長   宮本 泰介   ㊞ 

 

          乙 

          所在地  

          名 称  

          代表者              ㊞ 


